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は じ め に

若者 が親か ら自立 し,生 計を立て,大 人になっていくプロセスは国により異なる。一般的に若者

は,就 職,親 からの経済的独立,結 婚 という過程をたどり,一 人前に社会参加する事によって大人に

なる(宮 本,et.al.,1997)。 「個人が年齢別の役割や出来事 を経つつ辿る人生行路」(森 岡,1996,

p.1)を ライフコースという。家族を取 り巻 く社会経済的環境が複雑化する中で,若 者が大人へ と移

行する際 に経験するライフコースは,世 界的に多様化 ・長期化する傾向にある。欧米諸国で増加して

いる同棲(Bumpass,et.'al.,1991)や わが国にみられる少子 ・晩婚化,親 との同居期間の延長(鈴

木,1997;山 田,1999)な どもその一例である。

核家族 制度 が定着 してい る欧米社会 においては,世 帯形成のために子が親の家を出る 「離家

(home-1eaving)」 は,若 者が大人へと移行する際に経験する重要なライフコース ・イベン トである。

若者の離i家は,結 婚や出産などの家族形成や世帯形成 と深 く関連 してきた。また,親 子関係,男 女関

係,そ して社会経済的環境によって影響される人口学的事象であるため,離 家は社会の変化を映し出

す重要な事象であると認識されている。

本研究 ではアメリカのPanelStudyofIncomeDynamicsの データを用いて,若 者が経験する 「最

初の離家 」を対象に考察 を行なう。1980年 代に観察期間を限定 し,・fベ ン トヒス トリー分析による

仮説検証 を試みた。まず離家の形態別に分析を行うことで,各 離家形態がどのような属性をもつ若者

によって選択 されているのかを明らかにする。その後,さ らにジェンダーやライフステージによって

異なる離家の決定要因を明らかにし,経 済的自立と離家 との関係を様々な角度から検証していきたい。
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1.離 家に関す る人口学的考察

若者が大人の地位を獲得するまでに経験する就 職,離 家,結 婚 という出来事(event)間 の関係は

複雑であ り,そ の順序,間 隔,生 起タイミングは 時代 とともに変化 している。1950年 代の先進諸国

においては,こ れ らのライフコース ・イベン トの間隔が最 も狭 くなっていた(JonesandWallace,

1992)。 結婚は若者の離家の主要な要因であった。 このような時代には,離 家は結婚や出産等の家族

形成 とほとんど同一の意味をもっていたのである(JonesandWallace,1992;Goldscheider,1997)。

そのため,離 家は大人 としての地位を達成する上 で重要な意味を もっていた といえる。 しかし60年

代以降,ア メリカをはじめ とする先進国では,離 家 と結婚の関係は大きく変化し,ラ イフコースにお

ける離家の意義は多様化することとなった。

図1に みるとお り,離 家は独立世帯を形成する もの と施設や中間世帯 へ移行するものに分けるこ

とができる。独立世帯 とは,世 帯主とその同居人に よって形成される世帯である。独立世帯への離家

は,主 に結婚や自立を目的 としておこなわれる。一方,学 生寮や軍の宿舎そして会社の寮などの施設

への離家は,進 学や入隊,就 職を契機 としておこなわれる。 自分の世帯を形成するまでの間に,一 時

的に居住する他の世帯のことを中間世帯という(JonesandWallace,1992)。 中間世帯 として挙げら

れるのは主に親戚の家であり,80年 代のアメリカで も比較的 よくみられる居住形態である1。

核家族化が進んでいるアメリカでは,若 者は遅かれ早かれ離家をする。そのため,離 家に関する人

口学的な関心は離家の時機(タ イミング)お よび離家 を通して選択される居住形態に向け られてきた。

若者の離家の時機は婚姻行動の影響を受けて変動 して きた。例 えば,80年 代においても,女 性は男

性よりも早 く離家する傾向があった。これは女性の初婚年齢 が低 く,同 棲を開始する年齢 もまた早い

ためである。70年 代までの離家年齢の変動は,初 婚年齢の変動によって説明される。戦後よ り70年

代まで離家年齢は一貫 して低下 した。これはベビーブーム世代の初婚年齢の低下 と関連があった

(Waite,1986;Goldscheider,1997)。 しかし80年代 に入 り,初 婚年齢の上昇を受けて離家年齢 も若干

上昇 している(White,1994;Goldscheider,1997)。 親 と同居する若者の割合 も,1960年 代から1980

年代にかけて明らかな上昇をみせている(GlickandLin,1986;Goldscheider,1997)。 離家の遅れ,

すなわち親子同居の延長は,日 本のみならず80年 代のア メ・リカにおいて も観察された現象なのだろ

うか。

その結論は否である。アメリカにおける若年者の親子同居率の上昇は,非 家族同居の増加によって

説明されるためである。アメリカでは1960年 代以降,家 族以外の成員 と形成される独立 もしくは集

合世帯である非家族同居(nonfamilyliving)'の 増 加が指摘 されている。非家族同居は,同 棲やルー

ムメイトとの間借 り(シ ェア),学 生寮(dormitory)や 軍 隊の宿舎(barrack)で の居住などの形態

をとる。 また,一 人暮しもこれに含まれる(図1参 照)。1980年 のアメリカのセンサス(国 勢調査)

によると,1970年 代における家族世帯の増加が16%で あるのに対 し,こ の ような非家族同居は78%

も増加 している。非家族同居の増加は,未 婚化や少子化,離 婚の増加な どの他の人口学的変化 と同様
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に個人主義の成長 と家族居住の重要性 の減少 を背景 としてい る(Waite,et.al.,1986;White,1994)。

非 家族 同居 の大 きな特 徴 は,結 婚 に よ る離 家 よ りも親 の家 へ戻 る傾 向 があ る ことであ る(例 えば

Goldscheider,et.al.,1993;Thornton,et.al.,1993)。Goldscheider(1997)は,ア メ リカのセンサ

ス ・データ を用 いて若 者 の居 住形態 の推 移 について研究 を行 って いる。その結果,20代 前 半 までの

未婚者 に限 定 した場合,親 同居 の割合は1940年 代 よ り一貫 して減 少 して いる。 しか し,20代 後 半の

未 婚 者 が親 と同居 す る割 合 は,弱 い な が ら も増 加 す る傾 向 が み られ る こ とが 明 らか とな った

(Goldscheider,1997)。 ア メ リカにおけ る親 同居者の増加 は,離 家 を して非 家族同居 を経験 した若者

が親の家に戻 ることに よって もた らされ ている可能性 が高 い。 そのため,ア メ リカにおけ る親子 同居

率の上昇は必ず しも親子 同居の延長 を意味 するのではない。 また,離 家年齢 の上 昇 も晩婚化 による初

婚年齢の上 昇を部 分的に反映 して いるに過 ぎない(Goldscheider,1997)。

非 家族同居の増 加は,晩 婚化 を促 して いる との指摘 もある。非家族 同居 は,特 に女性の家 族形 成に

対す る態度,考 え方,将 来設計 をよ り個人 中心的 なものへ と変化 させる(Waite,et.a1.,1986;Axinn

andBarber,1997)。 ま た,1970年 か ら1985年 ま でに観察された25歳 以下 の女性 の婚姻 率の減少 は,

そ の4分 の3が 同棲(cohabitation)の 増 加を原因 とす るものであ る(Bumpass,et.al.,1991)。 同棲

は結婚の代替 形態 として選択 され るようになっている。 その結果,同 棲者 の中にはその関係が長 期に

わた る もの や,パ ー トナ ー との間 に子 ど もを もうけて いる こ とも多 くみ られ る2。 しか し,他 の 非家

族居 住 と同 じ く,同 棲 の多 くは結 婚 に至 る こ とな く解 消 され てい る(Bumpass,et.aL,1991;

Goldscheider,1997)。

1960年 代 か らの非家族 同居の増 加 によ り,居 住形態 は多様化 し,若 者 は様 々な理 由で親の家 を出

るようにな った。 また,離 家は個人の ライフコース において複数 回生 じるイベ ン トとな った。 そのた
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め,結 婚が離家に与える影響は80年 代に入 り著 しく低下 している(Goldscheider,1997)。 離家は結

婚とは別の意味をもつイベン トとして認識される必要がある。結婚 と離家の分離が進む一方で,同 棲

をはじめ とする非家族同居が結婚や出生行動に与える影響は無視できないものとなってきている。離

家の要因分析を通じて非家族同居の形成がどの ように,そ してなぜ行われているのかを知ることは今

後の人口変動を考える上でも重要である。

2.先 行研究と仮説の提示

離家は,若 者の 自立や プライバ シーへの選好 と結び つけて論 じられて きた(Avery,et.AL,1992;

White,1994)。 しか し,1962年 に デ トロ イ ト都市部 に出生 した 白人 を対象 とした研 究に よる と,最

初の離家 のき っかけは主 に進学 であ り,学 生寮 のような集 団居住施設(groupquarters)へ の 離家 が

多 い。 また,約 半 数の若者 が最初 の離家 か ら5年 以 内に親 の家 に戻 って居住 して い るこ とが確認 さ

れ ている。 この ことよ り80年 代 の離家 のプ ロセ スは より段階 的な もので あ り,最 初 の離家 は よ り半

独立的な形態であ るこ とが示唆 される(Goldscheider,et.al.,1993)。 ま た,Jonesら は,離 家 を経 済

的 自立や親の統制 か らの解放 と直接 関連付 ける ことには多 くの問題 があ るとしてい る。そ の理 由 とし

て離家 とい う行動が,必 ず しも解放 を求め るものではないこ と,若 者 が必ず しも独 立世帯 を形成 す る

とは限 らな いこ と,出 身家族 とはっ きり断絶 して しま うとは限 らない こと,選 択か らでは な く,種 々

の制約のため に離家 するこ とが多 い ことな どをあげている(JonesandWallace,1992)。 離 家 の形 態

および要因 が複雑化 して いるこ とに より,ラ イフ コースにおいて離家 の もつ意味は多様化 している と

いえよう。

本研究では,経 済的 自立 と離家 との関係に着 目する。 これまでの研 究で離家の決 定要因 とされて き

た 「家庭環境」,「親の社会経済的地位」,そ して 「人 口学 ・ライフ コー ス要 因」 を統制 し,「 本 人の経

済力」 が離家 に与 える影響 に ついて考察 す る。 特に,そ の影響 が1)離 家形 態に よって いか に異 な

るの か,2)性 別 や年 齢 によって どの ように変化 するの かを検証す る。経 済的 自立 と離 家 との関 わ り

を考察す るこ とで,ラ イフコースにおいて離家 が どの ような意味 を もつのかを考察 してい きたい。

一般的に
,収 入は年齢 と強 い相関 を もっている。 また,経 済的 自立 を伴 わない とされ る施設居住 へ

の離家は,性 別 に関 わ らず20歳 未満 にお ける最初の離家 として一般的 である(Goldscheider,et.al.,

1993;Thornton,et.a1.,1993)。 こ のこ とか ら,低 年齢 の離家 ほ ど経 済的 自立を伴 わない と考 え られ

る。 また,先 にみて きた ように,女 子の方 が結 婚をは じめ とす る世 帯形成 を伴 う離家 に積極 的 であ

り,男 子は学生寮な どの ように何 らかの生 活補 助があ る施設居住 へ離 家す る傾 向があ る(Jonesand

Wallace,1992;Goldscheider,et.al.,1993;Thornton,et.a1.,1993)。 そ のため,男 性の離家は より経

済的 自立を伴わない離家形態 を とるであろ う。

また,最 初の離家が経済的 自立 を伴 わない とするな らば,若 者 は離 家に際 して どの ように経済的 な

問題を解決 してい るのであ ろうか。 この点 について考 えられ るの は,親 の社会 経済 的地位 と政府 の福

祉プ ログ ラム もし くは血縁者 による金銭的援助 である。先行研究 による と,政 府の福 祉プ ログ ラムの
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1っ で あ るAidtotheFamilieswithDependentChildren(AFDC)は,女 子の離家や独立世帯の形成

に有意な正の影響 を与 えて きた(Kent,1992;WittingtonandPeters,1996)。 他 者か らの金銭的援助

は,本 人の実質的 な収入 を増 し,離 家を 促進 する と考 え られ る。 しか し,そ の影響は変数の測定 にお

け る問題 もあ り,一 貫 した もの では なか った。 そ こで,今 回の分析 では,特 定の福祉プ ログ ラム に限

定す ることな く,政 府や血縁 者 か らの経 済 的な援 助を移転 収入 として用い る。移転収入は経済的 な 自

立 を補助す る働 きを もつ が,同 時 に親以 外 の他者(政 府 も含む)へ の経済的な依存の度合 いを示 す と

も考 え られ る。最初 の離家 に おい て,こ の 影響 は強 く出 ると予 測 され る。

労働市場 への参 入 と経済 的 自立 は どち らが離 家に対 して よ り強い影響を持つのだ ろ うか。本研究 で

は,就 業の有無 と本人 の収 入 を用 いて,こ の関係 を検 証 した。BuckとScottの 研 究(1993)に よ る

な らば,結 婚 に よる離家 に影響 を与 えるの は,女 性 においては労働時間で あ り,男 性 においては収入

であ った。結 婚 におい ては 男性 に よ り強 く経 済的稼 ぎ手 としての役割 が期待 されて いるためで あ る

(BuckandScott,1993)。 こ の こ とか ら収 入は就業 よ りも経済的 自立の要件 として重要 であ ると考 え

られる。 この仮説 が正 しい な らば,子 自身 の収入は,自 立離家 よ り結婚離家 に大 きな影響 を与え るで

あろ う。

親の社会経 済的地 位 と家 庭環 境 は,離i家 の重要 な決定要 因 とな って きた。親 の社会経 済的 な地位

は,低 年齢 での結婚 を阻害 す る強 い要 因 で ある(Avery,et.a1.,1992)が,進 学 に よる離家 と有意な

正 の関係を もつ(Goldscheider,1997;GoldscheiderandGoldscheider,1998)。 ま た,親 の社会経済的

地 位が高い場合,女 子の離家 年齢 が上 昇 し,離 家年齢 の男女差が縮 小す る(Buck,andScott,1993)。

一 方 で
,片 親 家 庭 の よ う な 非 伝 統 的 な 家庭 環 境 は,早 期 にお け る離 家 を 促進 す る作 用 を もつ

(GoldscheiderandGoldscheider,1998)。 ま た,部 屋数 の不足 や きょうだい数が多 いこ とも,離 家 を

促進す る傾 向がある(Aquilino,1991;BuckandScott,1993)。 親 の社 会経済的地位は教育 に対す る親

の熱心 さや家庭 内の平等 なジ ェン ダー ロー ルを決定 し,家 庭 環境 は 自由やプ ライバ シーへの欲求 を決

定 する と考 え られる。親 の社会 経済 的地 位 は,進 学 に よる離家を促進 す る。女子 においてその影響 は

大 きいであ ろ う。一 方,片 親家 庭や き ょうだいの多い家庭は,自 立や早期 におけ る結婚 の離家 を促進

す る と予測 される。 さ らに,家 庭環 境 を測 定す る変数 として世帯主の健康障害 を用 いる。先行研 究に

よれば,1987年 の イギ リスで は,父 親 が フル タイムの雇用者 でな い場合,仕 事 を持 つ若者 は,19歳

ま でには離家 する傾 向が あ る(JonesandWallace,1992)。Jonesら は,こ れを 「失業 中の父親 を持 つ

青年労働者 の場合,そ の 家族 に金銭 的補 助 をす る責任が一層重 くな るため,実 際 には家 に留 ま りた く

な くなるこ とを示 してい る」(JonesandWallace,1992,p.179)と 解 釈 している。世帯 主が健康 上の

理 由に よって経 済活動 を制限 さ れ る場合,父 親 の失業 と子の離家 にみ られた関 係が同 じように現れ る

のかを検証 す る。

他の ラ・fフコー ス ・イベ ン トと同様 に,離 家 は性別や年齢 によって異 なる意 味 を もって いる。 ま

た,人 種 や出生 コウホー トご とに異 な る社 会 ・文化的背景,居 住地域 に よる地理 的特性な ど外的要因

の影響 も受 けてい る。 そ こで以上 の仮説 検 証 にあた り,年 齢,性 別,人 種,居 住地域,出 生 コウホー
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トから成 る人 口学 ・ライフ コー ス要 因 を統制変数 として用 い る。

結婚 をは じめ とす る世 帯形 成 に関す る離家 は,年 齢 が高 くな るほ ど一般的 であ り,低 年 齢 の場合

は,大 学の学生寮 の ような集 団居住 への離家 が一 般的であ る(Gorldscheider,et.al.,1993;Thornton,

et.al.,1993)。 ま た,女 子 は男子 よ りも離家年齢 が低 く,結 婚をは じめ とする世帯形成 を伴 う離家 に

積極的で ある。男 子 は ドミ ト リーな どの ように施設居住 へ離 家す る傾 向がある(JonesandWallace,

1992;Goldscheider,et.al.,1993;Thornton,et.al.,1993)。

黒 人 は1960年 以 前 には 白人 よ り離家 が早 か ったが,晩 婚化 を背景 として80年 代で は最 も離家 が遅

い人種 となってい る(Goldscheider,1997)。 黒 人の結婚 に よる離 家は 他の人種 よ りも遅 い こ とが 明

らかであ る(BuckandScott,1993;GoldscheiderandGoldscheider,1993;Goldscheiderand

Goldscheider,1998)。 しか し,自 立 に よる離家 には黒人 に よる遅れは観察 されて いな い(Buckand

Scott,1993;GoldscheiderandGoldscheider,1998)。 進 学に よる離家 は,白 人 によ り一 般的 にみ られ

る離家 形態で あ り(Goldscheider,et.al.,1993),黒 人 や ヒスパニ ック系 では進学 によ る離家 は少 な

い(GoldscheiderandGoldscheider,1998)。

居 住地域が 離家 に与 え る影 響 は,地 域経済 の動 向や税 控除や公的扶助等 の政 策に よる違 い,さ らに

は性役割 に対 する文 化規範 な どに よって決定 されてい る(WhittingtonandPeters,1996)。Buckら

(1993)の 研 究に よる と,北 東 部 に おいて離家が 阻害 されてい る。特 に,結 婚 前の離家 が少 ない。南

部 では結婚 に よる離 家 が多 く,結 婚前の離家 は少ない。 これは保守的 といわれ る南部 の文 化的影響 と

考 え られる。 この ような 地域 的特 色は,女 性 において強 く現われて いる(BuckandScott,1993)。

出生 コウホ ー トは,ラ イフ コースに おいて最 も重要 な概 念の ひ とつであ る(Clausen,1987;森 岡,

1996)。 コウ ホー トとは,誕 生 の時 期を 同 じ くす る集 団 を意味 し,「 ライフコース を通 じて一緒 に歩

む集団 であ り,同 じ歴史 体験 を共 有 している集 団」(Clausen,1987,p.11)と 解釈 で きる。職歴,結

婚歴,教 育水 準な どは コウ ホー トに よって明 らかな違 いが存在す る。 そ して,そ の影響 は明 らか に年

齢 に よる影響 と区 別 さ れ る必 要 が あ る。 出生 コウホー トに よる差異 をみ てみ ると,60,70年 代 に比

べ80年 代 に離 家 を経 験 す る コ ウ ホ ー トで は離 家 が遅 れ る傾 向が あ る(BuckandScott,1993 ,

Goldscheider,1997)。 自立 に よる離 家 は,増 加傾 向にあ るものの,結 婚 に よる離家 がそれ以上に減少

してい るこ とが要 因であ る(BuckandScott,1993;Goldscheider,1997)。 女 性 の場合,コ ウホー トに

よる顕著 な差 はみ られな い が,最 近 の コウホー トにおいて結婚以外の理 由に よる離家 が多 くな って き

て いる(BuckandScott,1993)。 しか し,経 済 的 自立 を伴 う離家を対象 とした研究 では男女 ともコウ

ホー トによる有意 な差異 は み られない(WhittingtonandPeters,1996)。 今 回の分析 では80年 代 か ら

の10年 間を対 象 とす るた め,コ ウ ホー トによる影響 は限 られた範 囲で しか知 ることがで きない。

本研究 にお いて は,1980年 代 に16歳 に 達 したア メ リカ人の最初 の離家 を分析の対象 とす る。 研究

の 目的 は,結 婚 に よる離家,自 立 に よる離家,進 学 に よる離 家,そ して 軍への入 隊 によ る離家 の4

つ の離家形態 につ いて,そ れ ぞ れの決定要 因を明 らかにす ることであ る。特 に,経 済的 自立 と世 帯分

離の関係 に着 目し,そ れ が離家 の形 態や,性 別,年 齢 に よっていかに異な るの かを検証 してい く。
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3.デ ー タ

使 用するデータは,ミ シガン大学 のサーヴ ェイ ・リサーチセン ター(SurveyResearchCenter)に

よ っておこなわれているPanelStudyofIncomeDynamics(PSID)で あ る。PSIDは1968年 か ら毎年

お こなわれ,現 在 に至 るまで継 続 している世 帯パネル調査であ る。同一世帯の世帯主 を対象 として本

人 とその家族構 成員 についての情報 を継続的 に収 集 してい る。調査 は1973年 ま では 面接調査 に てお

こなわれ,1974年 以 降 は電話 調査 に切 り替 え られて い る。 多 段層化 抽 出法(stratifiedmultistage

selection)に よ って選択 された アメ リカの成人人 口を代表 す るサンプル と二重抽出 された黒人 ・低所

得層のサン プル か らな る。今 回の分析で は,1981年 か ら1990年 ま での10年 分 の デー タを用 いて,離

家の要因分析 を試 み る。

4.分 析 法

離家のよ うに,時 の経過を経て生起す るイベン トを分析す る場合,一 般 的な多重 回帰分析 は不適切

であ る。核 家族化が進んでい るア メ リカでは,大 部分の子 が最終 的には離家 する。 そのため,観 察期

間 における離家の生起確率を ロジステ ィック回帰分析 に よって算 出する場合,離 家 の時機(タ ・イミン

グ)に 関す る情報がない限 り,有 益な分析結果 を得 る事 が出来 ない(Allison,1984;BuckandScott,

1993)。 ま た,離 家 す るまでの期間 を従属変数 とした分析 をおこなった として も,観 察期間 中に イベ

ン トが生起 しな か った ケー ス であ る打 ち 切 り例(censoring)や 時 間 に よ って変 化 す る独立 変 数

(time-varyingcovariate)の 影響 を考慮 する事 がで きない。 そのため,情 報 に損 失が生 じ,分 析 に歪

み が生 じて しまうこ とになる(Allison,1984;BlossfeldandRohwer,1995)。

そ こで10年 分 のパ ネル デー タを解析す るため,イ ベ ン トヒス トリー分析(event-historyanalysis)

を お こなった。 イベ ン トヒス トリー分析 とは,結 婚 や離婚 な どの ように個 人の地位や属性や状態の変

化 を伴 う事象 をイベ ン トとみな し,そ の生起ハ ザー ド率を多変量 回帰モデルに よ り推定す る手法であ

る。 その特徴 は,イ ベン ト生起 のタイ ミング及 び打 ち切 り例 や時間依 存の共変量を分析 に反映で きる

点 にあ る(Allison,1984)。 イベ ン トヒス トリー分析 の中心的概 念は,ハ ザ ー ド率で ある。 ハザー ド

率 とは,あ る時点 でイベ ン トが生起 したサンプル数 を同時点 において イベン ト生起の リスクをもつサ

ンプル数で 除 した比率 である。ハ ザー ド率 は実測され る変数ではないが,イ ペン、トの生起 とその時機

(タ イ ミン グ)の 両方 を反映 して値 が決定 される。 このハザー ド率 を分析す る方法全体 を指 して イベ

ン トヒス トリー分析 と総称 す る。

イベン トヒス トリー分析 には い くつかの種類 があ る3が,こ こでは離家 を測定 す る時 間の単位 が1

年 毎 である こ とか ら,離 散 時間型ハ ザー ドモデル(discrete-timehazardmode1)を 用 いる。離散時

間型 ハザー ドモ デル とは,イ ベ ン トヒス トリー分 析の 中で も最 も基本 的 な分 析 モ デルの1つ で あ

り,パ ーソソ・イヤ ー形 式(person-yearformat)に 加 工 した デー タセ ッ トに最尤 法 による ロジ ステ

ィ ック回帰分析 をお こな う ものであ る(Allison,1984)。 そ のため,こ の方法は離散 時間 ロジ ッ トモ
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デル とも呼ばれ る(山 口,2001)。

5.変 数の測定

変数の測定においては,ま ずその値が時間によって変化するものとそうでないものに分けて考慮す

る必要がある。離家の時機や形態に対して短期的な影響を与えると考えられる要因は,時 間依存の変

数 として扱い,毎 年新たな値を使用する必要がある。このような時間依存の独立変数の中には,当 年

度調査の値を用いるもの と,前 年度調査の値を用いるものがあった。なぜならば,パ ネル調査におい

ては,収 入や離家の有無のように,当 年の調査において前年の状態を測定する変数 と,就 業状態や同

居家族の人数のように当年の状態をそのまま測定 している変数が混在 しているためである。

一方 ,離 家に対して長期的な影響を与えると考えられる要因や時間による変化がみられない要因に

は,毎 年同じ値 を用いた。このような変数には,対 象が16歳 の ときに測定された値 を用いた。た と

えば,性 別や人種,片 親家庭の出身か否かなどがこれにあたる。さらに,オ リジナル ・サンプルが新

たな世帯形成のために離家した場合(split-off),家 族IDが 新 しいものになる。そのため,家 族や世

帯主に関する変数は,離 家によって形成された当該家族のものではな く,出 自家族の値を入れる必要

があった。変数の定義は以上の点に留意して行 った。

最初に観察された離家をダミー変数 として従属変数に用いた。しかし,離 家はその 目的により,大

きく2つ に分けた。1つ は,世 帯形成による離家である。結婚や 自立により新たな独立世帯を形成す

ることによる離家である。2つ めは,施 設への離家である。主に大学等の学生寮(ド ミトリー)や 軍

隊の宿舎(バ ラック)で の居住,も しくはその他の施設での居住を目的とした離家である。以上のふ

たつに,離 家後に無回答 となり,離 家の目的や居住形態が定かではないケースを加えたものが観察さ

れたすべての離家である。なお,刑 務所や病院等の施設への離家 も観察されたが,トこれらは他の離家

とは同一に扱えないと判断 し,打 ち切 り例(censoredcase)と した。

分析モデルに用いる各変数の概念および操作化については表1に 示す こととする。

6.分 析 結 果

先の分析モデルに従い,離 散時間型ハザー ドモデルによるパネルデータの解析を行った。はじめに

離家形態ごとの詳細な分析をおこない,各 離家形態にみ られる決定要因の相違について明らかにし

た。その後,先 の分析結果を受けて,最 初の離家が性別,年 齢ごとにどのような意味をもつのかを検

証 した。離家形態別の分析結果は表2に 示 し,性 別,年 齢別の分析結果は表3に 示 した。各表 に

は,回 帰係数 と有意水準の他に,優 比(オ ッズ比)を 掲載 した。

離家形態別にみる離家の決定要因

はじめに人口学 ・ライフコース変数の影響を考察する。各離家形態における性別の影響をみると,

結婚による離家 と自立による離家は,い ずれも女性によって積極的に とられる離家形態 となってい
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表1離 家のタイミングに関する諸要因の影響を分析するために用いる変数と定義

○:当 年調査の値 ●:前 年調査の値 ◎:対 象が16歳 時の値

概 念 変 数 名 定 義

離家*
○世帯形成による離家

独立世帯形成のための離家

自立離家+結 婚離家

○施設への離家
進学や軍隊への入隊等による施設での居住のための離家

進学離家+入 隊離家+そ の他施設への離家

○その他の離家 離家後に無回答 となり,離 家 目的が不明なケース

家庭環境

◎片親

親の配偶関係が

1:未 婚,死 別,離 婚,も しくは別居

0:そ の他

●世帯内の子の数 世帯内にいる子の数 実数

●部屋の不足 (必要 な部屋数 一実際の部屋数)実 数

A

●親の健康障害

肉体 的 ・精 神的 状 態 に よっ て制 限 さ れ る世 帯 主 の仕 事 の

種 類 や量

0:障 害 な し1=alittle

2:somewhat3=alot

親の社会経済的地位
◎親の職業

世帯主の職業

1:専 門 ・技術職,経 営 ・管理職0:そ の他

010g(両 親 の課税所得合計額) 世帯主とその妻の昨年の課税所得の合計額の対数 実数

◎父親の学歴
世帯主の学歴

1:大 学卒業以上0:大 学卒業未満

本人の経済力 0109(収 入) 昨年の課税所得の対数 実数

○移転収入の有無
昨年に$2,000以 上の移転収入があったか

1:あ り0:な し
、

○就業状態
就業の有無

1:就 業あり0:就 業なし

人 口学 ・

ラ イ フ コー ス 変数
○性別 1:男 性0:女 性

○年齢 実数

◎地域
北東部1:北 東部居住0:そ の他

南部1:南 部居住0:そ の他

◎人種 1:黒 人0:そ の 他

○出生コウホート
生 年 が

1:1969年 以 降0:1968年 以前

○大学への進学経験 1:取 得学歴13学 年以上0=そ れ以下

*観 察の対象は
,最 初に観察された離家である。いずれの形態をとったにせよ,一 度離家したサンプルは分析

の対象外 とした。
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表2最 初の離家に関する決定要因の分析:離 家形態別の離散時間型ハザー ドモデル分析結果

(PSID1980-1990年)
∨

世帯形成による離家 施設居住への離家

独立変数 すべての離家 結婚による離家 自立による離家 進学による離家 入隊による離家

回帰係数 優比 回帰係数 優比 回帰係数 優比 回帰係数 優比 回帰係数 優比

男 性 一〇.178***0.837
一 〇
.871***0.419

一 〇
.486***0.615 0.0581,060 2.030***7.616

黒 人 一〇.576***0.562
一1 .499***0.223 一〇.498***0.608 一〇.325*0.723 0.800***2.226

北 東 部 一〇.152*0.859 一〇.3040.738 一 〇.476***0.621 0.094LO99 0.0251,026

南部0.168**1.182 0.645***1.907 一〇.0990.906 一〇.2090.812 03271,387

大学進学0.0101.010 一〇.1350.873 一〇.336**0.715 1.186***3.275 0.0031,003

片親0256***1.291 0.1581,171 0.451***1.570 0.2231,249 一〇3120 .732

き ょ う だ い数0.165***1.179 0ユ34**1.143 0.153***1ユ65 一〇.133**0.876 一〇.0390.962

部 屋 数 の 不 足 一〇.075***0.928 0.0331,034 0.0061,006 一〇.233***0.792 0.0931,097

世帯主の健康障害0.068*1.071 0.242***1.273 0ユ15**1,122 一〇.0390.962 一〇.0790.924

10g(両 親の収入)0.0021.002 α0611.063 一 〇.090***0.914 0.124*1.132 0.166*1.180

親(世 帯主)の 職業 一〇.1290.879 一〇.666***0.514 一〇.2160.805 0.392***L480 一〇.1730.841

親(世 帯 主)大 卒0.414***1.513
一〇.2530.776 0.2341264 0.671***1.956 0.0411,042

10g(収 入)0.086***1.090 0.241***1.272 0.424***L527 一〇.0200.981 0.0461,047

就業0.1301.139 0.1971,218 0.0761,079 一 〇.812***0.444 0.0801,083

移転収入 の有無0.799***2.223 0.3651,441 L864***6.453 一1 .4360.238 一〇.3400.712

16歳 ダ ミー-3.050***0.047 一4 .113***0.016 一3 .417***0.033

17歳 ダ ミー-2.133***0.118 一2
.497***0.082 一2 .871***0.057

18歳 ダ ミー-0.736***0.479 一1 .851***0.157 一1 .371***0.254

19歳 ダ ミー-0.1120.894 一1 .151***0.316 一〇.801***0.449

20歳 ダ ミー-0.449*0.638 一1 .168***0.311 一〇.615**0.541

21歳 ダ ミ一-0.2380.788 一〇
.5710.565

一〇
.620**α538

22歳 ダ ミー0.0241.024 一〇.4030.668 一〇.2110.809

23歳 ダ ミー0.0481.049 0.0151,015 一〇.1560.856

24歳 ダ ミー-0.0640.938 一〇.2710.762 一〇.3030.739

切 片 一1.575***
一2 .756*** 一2

.651***
一4
.685***

一7
.080***

パー ソン ・イヤー件数10655 10655 10655
^10655

10655

イベント件数1338 241 440 276 106

一2LogLikelihood7031 .015 1900,403 2991,207 2251.345^ 1092,039

カイ2棄 値1024.444 402,854 675,779 310,635 96,496

自由度24 24 24 15 15

***p< .01**♪<.05*p<.10

各年 のハザー ド率の変 動を考慮す るため,世 帯形成 を伴 う離家モデル には16歳 か ら24歳 までの年齢 ダミー 変数 を投 入 した。各

年齢 ダ ミー は,25歳 以上の 離家 に対す る値 を示 す。また,進 学 および入 隊に よる離家 は,特 定の年齢に限 り生起 してい るため

年齢 ダ ミーはモデルに含まない。

る。 これは,世 帯形成を伴う離家は女性に多 くみ られるという先行研究 と一致する結果である。一方

で,進 学による離家に性別による影響がみられないことは興味深い。アメリカでは高等教育を受ける

ことは,男 女に関わらず重要なキャリアであると考えられているのであろう。離家は年齢 と高い相関

をもつライフコース ・イベン トである。加齢によりあらゆる形態の離家が促進されている。地域的な

特性 として,北 東部では自立による離家が阻害されてお り,南 部では結婚による離家が強 く促進され

ている。これらの地域的影響は,離 家形態を区別 しない場合(す べての離家)に おいても,統 計的な
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有意性を保 ってい る。 この ことより南部では80年 代においても,結 婚が離家の主要な要因 となって

いると考 えられる。離家に対する人種の影響を考察すると,黒 人である場合は,ほ ぼすべての離家形

態において離家が阻害 されている。 自立による離家 も黒人である場合は生起しに くくなっている。

80年 代には,黒 人 による離家の遅れが深刻化しているもの と推測される。しかし,入 隊による離家

は例外であ り,黒 人に多 くみられる。軍への入隊は,黒 人に とって唯一の離家動機 となっている。

離家形態を区別 しない場合,家 庭環境は離家の重要な決定要因である。先行研究で確認されたとお

り,片 親家庭の出身もしくはきょうだい数が多いとき,離 家が生起する可能性が高い。 しかし,部 屋

数の不足は,離 家 を促進すると予測されたが,実 際は離家を阻害する要因 となっている。分析はそれ

が進学による離家の影響であることを示 している。進学による離家においては,や はり部屋数の不足

が離家を阻害する影響を与えている。 これは部屋数が多いほど,離 家が生起しやす くなっていると考

えることができる。進学により子を世帯外へ送 り出す余裕がある家庭は,住 宅事情 も良いものと考え

られる。 この影響 が離家形態を区別 しない場合にも表われ,部 屋数の不足が離家に一見矛盾 した影響

を与えている。

片親や きょうだい数は,自 立による離家を促す強い要因である。これは先行研究 と一致する結果で

ある。また,世 帯主の健康障害は結婚 と自立の両方による離家を促進する要因である。アメリカの若

者は,病 身の親を捨て置き,自 らの世帯を形成するのである。1つ の解釈 として,こ れは就職による

離家が促進 された結果であると考えることができる。世帯主の経済活動が健康上の理由で制限される

場合,政 府や企業 からの特別な援助がない限 り,若 者は世帯の家計に貢献することを求められる。そ

のため,若 者は就職するために離家する。この解釈の根拠は,世 帯形成を伴う離家が本人の収入によ

って促進 されてい ることである。しかし,そ の場合,な ぜ結婚による離家が親の健康障害で促進され

るのかを説 明する ことがで きない。一方で先行研究に挙げたJonesら(1992)は,父 親の失業 によ

って子の離家が促 される傾向について,家 族に対する金銭的補助の責任から逃れるためであると解釈

している。片親家 庭や きょうだい数が多いことが,離 家を決定する強力な要因であったように,離 家

にはプ ラ イバ シー や 自由を求めての親 の家 か らの逃避 とい う側面 もある(Goldscheiderand

Goldscheider,1998)。 健康障害が世帯主の経済活動を制限し,収 入を減じるという点において失業 と

同じ性質を もつ とするならば,こ の解釈を適用することができる。しかし,ど ち らの解釈が正 しいの

かは,介 護の必要性や福祉の充実度,親 子関係の質などを考慮に入れたより広範な分析が必要である。

親の社会経済的地位は,あ らゆる離家形態に対 して有意な影響を及ぼしている。世帯主の職業的地

位が高い場合,最 初の離家が結婚であることは少ない。また,親 の所得が多い場合,自 立による離家

が減少する。 しか し,親 の社会経済的地位がもっとも反映されるのは進学による離家である。親の学

歴,職 業的地位,所 得のいずれとも進学による離家を促している。両親の収入が子の離家に与える影

響は研究 により異 なるが,今 回の分析では両親の収入は進学や入隊による離家を促 し,自 立による離

家を抑制 している。親の収入が離家に与える影響は,厳 密にいえば親がその経済的資源を子の離家の

ためにどれだけ使 うかによって決定される。そのため,親 の経済力のみな らず,世 帯主の職業的地位
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や教育水準などの社会的要因も子の離家 を決定する重要な要因であるといえよう。

本人の経済力は,世 帯形成に関わる離家 には重要な要因である。所得は就業 よりも重要な自立要因

である。ここで注 目するべきことは,離 家形態によって,収 入 と移転収入の有無の関係が異なってい

ることである。 自立による離i家は,本 人 の収入 に強 く促されているが,同 時に年に2,000ド ル以上の

移転収入によっても促されている。優比 でみると,特 に移転収入がある場合,離 家が生起する確率は

6.5倍に も高まっている。一方で,よ り経済的 に自立 していることが求め られる結婚 による離家で

は,自 立離家 と比べて所得の影響力が低下 している。 しかし,移 転収入の影響はみられない。 この結

果は,自 立による離家は個人単位での経済的自立が求め られるため,し ば しば政府や血縁者からの援

助によって成立しているのに対 し,結 婚 による離家は他からの援助によっては成立せず,カ ップル単

位での経済的自立によって成立 している ことを意味 している。また,収 入がある若者は結婚前に自ら

の世帯を形成する傾向があるということもできる。80年 代 というアメリカの経済不況期における若

者の自立戦略が示唆される結果 とい うこ とがで きよう。

最後に,離 家形態ごとの特徴について触れてお く。結婚による離家は,人 口学 ・ライフコース変数

の影響を最 も強 く受けている。最初の離家 として結婚を選ぶのは,女 性,年 長者,黒 人以外の人種,

南部居住,そ して親の職業的な地位が低 いなどの属性をもつ人々である。また,親 の健康障害によっ

て促されることから,親 の家 からの逃避 という側面 をもつ可能性がある。 しかし移転収入による影響

はみられない。また,配 偶者の経済的要件に依存で きるため,収 入が与える影響は 自立による離家ほ

ど大 きくない。

自立による離家は,経 済的 自立と親の 家か らの逃避 という2つ の側面をもっている。収入は最 も

重要な離家要件であるが,一 方で片親家庭や きょうだい数をはじめとする家庭環境に関する変数の影

響を強 く受ける。子 自身の経済力も必要 とされるが,移 転収入の有無も強い決定要因 となっている。

経済的な要件を最 も必要 とする離家形態 である。

進学による離家は,最 も経済的に依存 した状況で生起する離家であ り,親 の社会経済的地位の影響

を強 く受ける。大卒の親や職業的地位が高い親を もつ子ほど,進 学による離家に際して親からの援助

を引き出す ことに成功 しているようであ る。また,こ の離家形態には性別 による影響がみられない と

いう特徴もある。

入隊による離家は,他 の離家形態 と大 きく特徴 を異にする。なかでも性別が最も大きな決定要因で

あ り,男 子は女子の7倍 以上入隊による離家を経験する可能性が高い。また,黒 人がこの離家形態

を経験するオッズは他の人種に比べ約2.2倍 高い。男子 と黒人は他の離家形態では,離 家を阻害する

要因であるが,入 隊による離家では促進要因へ と転 じている。親の収入が高いほど入隊離家が促進 さ

れているが,こ れは低所得層からミ ドル クラスまでの間で見られる関係 と思われる。また,本 人の所

得や就業を伴わないことは,進 学による離家にも共通する要因である。このことは施設居住への離家

が経済的自立を伴わないことを明らかに している。
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性別にみる離家の決定要因

次に,こ れまで得 られた離家形態別の決定要因が,性 別や年齢別に分けた場合にはどのように現れ

るのかを考察する。表3の 性別モデルに注目すると,「家庭環境」の中では,片 親,き ょうだい数,

表3最 初の離家に関する法定要因:性 別 ・年齢別の離散時間型ハザー ドモデル析結果

(PSID1980-1990年)

性別モデル 年齢モデル

独立変数 女性 男性 16-20歳 21-26歳

回帰係数 優比 回帰係数 優比 回帰係数 優比 回帰係数 優比

男性 一 〇.188***0.828 一〇.1480.863

黒 人 一1.032***0.356
一 〇
,1780.837

一 〇.556***0.574 一〇.748***0.474

北 東 部 一〇.1250.882
一 〇.222*0.801 一 〇、0260.974 一〇.565***0.568

南 部0.273**1.313 0.1101,116 0.1341,143 0.248*1.281

大 学 進 学 一〇.0880.916 0,135,1,145 一 〇.0560.945 0.1261,134

コ ウホ ー ト 一 〇.1330.876

片 親0.325***、1.384 0.1741,190 0.316***1372 0.1441,155

き ょうだ い 数0.208***1.232 0.122***1.130 0.156***1.169 0.205***1.227

部 屋 数 の 不 足 一〇.0260.974
一 〇.107***0.898 一〇.100***0.905

一〇.0190982

世帯主の健康障害0.0651.067 0.0661,068 0.0441,045 0.124*1.132

log(両 親 の 収 入)0.0241.024 一 〇.0130.987 一〇.0030.997 0.0181,018

親(世 帯 主)の 職 業 一〇.0590.943
一 〇.1740.841 一〇.0710.931

一 〇
.308*0.735

親(世 帯 主)大 卒0.514***1.671 0.319**1.375 0.436***1.547 0.2311,259

log(収 入)0.056*1.058 0.119***1.127 0.048*1.049 0.216***1.241

就 業0.250**1.284 0.0131,014 0.0981,103 0.1081ユ15

移 転 収 入 の 有 無0.925***2.522 0.618**1.855 0.847***2.333 0.915***2.498

16歳 ダ ミ一-3.919***0.020 一2 。288***0.101
一2
.672***0.069

17歳 ダ ミ一-2.846***0.058 一1 、575***0.207
一1
.739***0.176

18歳 ダ ミ一-1.657***0.191 0.0961,100 一 〇
.335***0.715

19歳 ダ ミ一-0.928***0.395 0.648*1.912 0.311***1.365

20歳 ダ ミ一-1.162***0.313 0.1981,219

21歳 ダ ミ一-1.112***0.329 0.5721,772 「
一 〇
.2630.769

22歳 ダ ミ一-0.945***0.389 0.913**2.493 一 〇
.0060.994

23歳 ダ ミー-0.597*0.551 0.6661,946 0.0251,025

24歳 ダ ミー'-0.4900.613 0.3981,489 一 〇
.1090.897

切 片 一 〇.711*
一2 .555***

一1
.898***

一1
.868***

パーソン ・イヤー件数5130 5535 8965 1700

イベント件数678 660 948 390

一2LogLikelihood3438 .506 3529,003 5255,984 1741,766

カイ2棄 値'567.812 516,090 795,835 89,353

自由度23 23 20 19

***1)< .01.**p〈.05*p<.10

各年のハザー ド率の変動を考慮するため,性 別モデルには16歳 から24歳 までの年齢ダミー変数を投入 した。ま

た,同 様の理由により年齢モデルの16-21歳 には16歳 か ら20歳 までの年齢ダミー変数を,21-26歳 のモデルには

21歳 から24歳 までの年齢ダミー変数を含む。
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部屋の不足が離家に影響を与えている。片親家庭の出身者やきょうだい数が多い場合,離 家が促進さ

れているが,特 に女子の離家はこれ らの強い影響を受けている。 しかし,部 屋の不足をみると,男 子

の離家は部屋が余っているほど促進されている。これは先に説明したとおり,進 学による離家の影響 ・

と考えられる。統計的には有意ではないが,大 学への進学経験は男子の離家を促す傾向にあ り,進 学

は男子の離家に主要な要因であると考えられる。

親の社会経済的地位のなかでは,大 卒の世帯主のみが離家を促進する要因 として統計的に有意であ

る。先行研究にみられたように,大 卒の世帯主は女子の離家を促す強い要因 となっている。進学によ

る離家に男女差がみられなかったのは,親 の高学歴化によって女子の進学による離家が促された結果

かもしれない。

本人の経済力をみる と,男 女 ともに移転収入が強い正の影響を与えていることが明らかである。男

女 とも移転収入の優比は,最 も大きな値を示している。このことから,若 者の離家にとって経済的な

問題は重要であり,政 府や血縁者からの移転収入は,離 家に際しての経済的な問題を解決する有効な

手段であることが推測される。優比を比較すると,特 に女子の離家が移転収入の強い影響を受けてい

ることが明らかである。女子の離家は男子よりも世帯形成を伴うパターンが多いことが理由 として考

えられる。また,AFDCが 一般的に女子のみに支給 されることな どを考えると,女 子のほうが政府

や血縁者からの援助を受けやすい環境にあることを反映しているのかもしれない。収入 と就業の離家

に対する影響を比べると,女 子の離家では収入,就 業 ともに離家を促進する要因 となっている。一方

で,男 チでは就業による影響に統計的有意性はな く,収 入のみが離家を促す要因 となっている。この

ことは男子の離家はよ り個人 としての経済的 自立の要素が強いことを示 している。 また,こ れは

Buckら の先行研究(1993)と 一致する結果である。

年齢による離家パターンは,性 別により異なる傾向を示 している。女性の離家は,加 齢 と共に促進

される傾向があるが,男 性の離家は進学にあたる19歳 と就職あたる22歳 に集中して生起 している。

また,女 子の離家は,南 部において促進されている。地域的特性から,結 婚による離家が多いもの と

考 えられる。また,黒 人の離家は男性に限った場合他の人種 と有意な差がない。これは入隊による離

家が黒人によって促進されているためと考えられる。

年齢別にみる離家の決定要因

次に,離 家年齢が16歳 から20歳 までの場合 と20歳 以上の場合で,離 家の決定要因がいかに異なる

のかを検証 した。20歳 以下の離家においては,コ ウホー トの影響も考慮に入れた。

家庭環境については仮説通 り,片 親家庭の出身者は早期の離家を経験する可能性が高い。また,き

ょうだい数が多い場合は,年 齢を問わず離家が促進されている。世帯主の健康障害は,21歳 以上の

離家を促進 している。Jonesら の先行研究(1992)で は,父 親が失業中である場合,有 就業の子の離

家が促進されるとされている。今回の分析でも,親 の健康障害が離家に与える影響は,子 が自立する

手段を得る年齢になると離家を促進する要因 となることを示唆している。
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大卒の世帯主は,20歳 以下の離家のみを促進 している。その影響力は20歳 以下のモデルにおいて2

番 目に大きい。進学による離家が主要な要因と考えられる。また,統 計的な有意性は得られていない

が,親 の収入は20歳 以下の離家においては負の影響を示し,21歳 以上の離家では正の影響を示して

いる。このことはAveryら(1992)の 研究にみられたパ ターンを踏襲するものである。

離家における収入の重要性は,年 齢が上がることによって高まっている。しか し,同 時に移転収入

が離家を促進する影響 も21歳 以降の離家において強まっている。年齢の上昇 とともに,経 済的 自立

と経済的依存 という2つ の側面を伴う離家が生起 していると結論することができる。このことは,

年齢の上昇に伴い離家規範が強まることを示唆するのではないだろうか。

人口学 ・ライフコース要因は,年 齢により異なる影響を与えている。特に,21歳 以降の離家にお

いては,居 住地域による影響が有意性を示 している。北東部は,過 去の研究でも離家が遅い地域 とし

て知 られるが(BuckandScott,1993),今 回も同じ結果が出ている。逆に,南 部では21歳 以降におけ

る離家が促進されている。これ らの影響は主に世帯形成によるもの と思われる。黒人の離家は年齢に

関わ らず遅れている。これが主に黒人女性によって生起 している。黒人の拡大家族性向によるものな

のか,そ の他の理由によるものなのかはこの分析からは読み取れない。女性の離家年齢が男性,よりも

低いことは,過 去の研究からよく知 られている。本研究でも20歳 以下の離家は女性において促進 さ

れている。これは女子の20歳 以下の離家では,進 学による離家 と世帯形成による離家が両方促進さ

れるため と推測される。男子の世帯形成による離家が促進される21歳 以降の離家では,離 家の生起

に性別による違いはみ られない。また,21歳 以上の離家では加齢による影響がみ られない。、21歳以

上の離家 には年齢に依存 しない固有の要 因が存在するのかもしれない。20歳 以下の離家において

は,出 生コウホー トによる影響は統計的に有意ではない。80年 代に入り指摘され始めた離家の遅れ

は,20歳 以下の最初の離家に限った場合には観察 されなかった。

7.結 論

アメリカで60年 代以降に増加して きた非家族同居は,若 者の婚姻行動 に影響を与えるとともに,

ライフコースにおける離家の意味を大きく変えてきた。本研究では,ア メリカを代表するパネル調査

であるPSIDの データを用いて,1980年 から89年 までの10年 間に観察された離家を対象 に縦断的な

研究をお こなった。80年 代にアメリカの若者が経験 した最初の離家について,離 家の形態別,性

別,年 齢別に詳細な分析をおこない,そ の決定要因を明らかにした。

は じめに,離 家形態別に離家の決定要因の違いを考察 した。離家形態は大 きく2つ に分けること

ができる。独立世帯の形成による離家 と,施 設居住への離家である。独立世帯の形成による離家のう

ち,結 婚を伴うものを結婚による離家,そ うでないものを自立による離家と定義 した。両者には多 く

の点において共通 した特徴がみ られるが,い くつかの重要な相違があった。共通点 としてあげられる

ことは,第 一に,年 齢,性 別,人 種,そ して地域的特性といった人口学 ・ライフコース変数が強い影

響を与えていることである。女性,年 長老,非 黒人といった属性が両離家形態に強い影響を与えてい
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る。また,南 部では結婚による離家が多 く,北 東部では自立による離家が阻害されている。さらに,

両形態 ともに離家する本人の経済力が重要な決定要因となっている。しかしながら,経 済的な要件が

整った時に,若 者がまず選択する離家形態は自立による離家である。自活できるだけの稼得収入を持

つ若者,も しくは移転収入を得た若者は,ま ず独立世帯を形成 し,親 の家からの解放を試みる。 自立

による離家は,経 済的な要因の他に片親家庭の出身者や きょうだい数が多い ときに多 くみ られる。そ

れ故に,若 者の 自立にはプライバシーや自由を求めての親の家からの逃避 という側面もある。

結婚,自 立を問わず,親 の健康障害によって子の世帯形成が促進される傾向があった。これは,父

親の失業 と子の離家 との関係を踏襲するものであった。この ことは,筆 者個人の予測には反する発見

であった。その解釈については,家 計補助のために若者の就職による離家が促進されるとするもの

と,家 族への金銭補助の責任から逃れるため(JonesandWallace,1992)と するものの2通 りを提示

した。しかし,病 身の親を顧みずに子が離家する背景は,公 的福祉制度や介護の必要性,親 子関係の

質などと合わせて考慮されるべき問題である。

自らの収入もな く,移 転収入も得ることができない若者が取る離家形態は,進 学による離家 と軍へ

の入隊による離家である。両者を分かつのは,親 の社会経済的地位である。進学による離家は,親 の

職業的地位や教育水準が高いほど一般的な離家形態である。また,全 離家形態のなかで,唯 一男女差

がみ られない離家形態である。80年 代のアメリカでは,男 女間の教育の機会が均等 していたと考え

ることができる。また,進 学による離家では,親 の収入のみならず,職 業的地位や教育水準も重要な

役割を果たしている。

一方 ,軍 の入隊による離家は,親 の社会経済的地位の影響は受けない。 しかし,低 収入の男性や黒

人に生起 しやすい離家形態である。黒人や男性は,他 の離家形態においては離家に不利 とされている

が,入 隊による離家は彼らが唯一積極的にとりうる離家形態である。

以上の結果を踏まえつつ,性 別,年 齢別に離家の決定要因を考察した。その結果,先 行研究でも明

らかなように,女 子は早 くから離家を達成する傾向があることが確認できた。しかし,21歳 以降の

離家については男女差がみ られなかった。また20歳 以下の最初の離家 においては,コ ウホー トによ

る離家の遅れは検出できなかった。20歳 以下の離家ではコウホー トによる差異は小さいもの思われ

る。本人の経済力は,男 性や21歳 以降に生起する離家の重要な決定要因である。しかし,女 性や20

歳以下の離家では,そ の影響は少な く統計的な有意性 も低い。一方で,政 府や血縁者か らの移転収入

の有無は,性 別や年齢を問わず離家を促進する要因である。80年 代アメリカでは,経 済的な問題か 、

ら離家できない若者が多いのではないかと予測される。そのため,移 転収入のような外部からの経済

的な援助があれば,離 家は強 く促進される。移転収入は特に,女 子や21歳 以降の離家 と強い関連を

持つ。そのため,21歳 以上の離家は,経 済的自立を達成 した若者 と公的 ・私的な経済援助を受けて

いる若者の2つ の層 において生起 していることが示唆される。アメリカの若者に とって,親 の家を

離れることは経済的自立 と強い関連をもつ。また,自 力で離家できない若者は,世 帯外からの金銭的

な援助を得て離家を達成 している。このことは,若 者が大人になる過程において離家を経験すること
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を重要視 しており,離 家を経験するべき規範的な年齢を強 く意識 していることを示唆している。

以上の 考察 により,1980年 代の若者が経験した最初の離家は,経 済的自立 と強い関連をもつもの

であるこ とが明 らかにされた。離家の過程においては,子 は生活してい くだけの経済力を獲得する必

要 がある。男子は就業により経済的 自立を達成する傾向が強いが,女 子は就業の他に結婚や政府の福

祉 プログ ラムなど,男 子よりもその手段を多 く持っている。 このことは,女 子の低年齢における離家

や世帯形 成における離家を促進 している要因ではないだろうか。、しかし,80年 代において も世帯形

成 による離家が,年 齢の上昇にともない促進されるパ ターンには変わ りがない。また,進 学による離

家のように,親 の社会経済的地位が高いことにより促進される離家 もある一方で,離 家には自由やプ

ライバシ ーを得るための親の家からの逃避 という側面が少なからずあることが追認された。

今回の研究ではい くつかの課題が残った。例えば,今 回の分析では最初の離家のみを分析の対象と

したが,多 くの研究で示されているとお り,離 家は一回限 りの出来事ではない(例 えば,Jonesand

Wallace,1992;Goldscheider,et.al.,1993;GoldscheiderandGoldscheider,1998)。 非家族同居の増加

により離 家は数回繰 り返されることが一般化している。それが,ど の程度の頻度で,ど のくらいの期

間続 くの か,ま た2回 目以降の離家の要因は何か。より包括的な理解に迫るためには,離 家を一連

のプロセ スとして捉える必要がある。また,今 回対象とした80年 代の離家は,ア メリカの経済停滞

の影響 を少なか らず受けているもの と思われる。戦後最大の好景気に転 じた90年 代に,若 者の離家

行動はい かに変化 したのかを知 ることは今後の研究課題 として興味深いテーマである。また,ラ イフ

コースの観点からすれば,決 定要因だけではな く,離 家行動によって個人のライフコースがいかに決

定付け られてい くのかを知ることも重要である。特に,今 日の 日本ではパラサイト・シングル現象

(山田,1999)と して知 られるように,成 人した未婚子 とその親 との同居期間の延長が問題 となって

いる。若 者の離家の遅れ という側面から,そ れが今日の未婚化 ・晩婚化 とどのような関係があるの

か,あ わせて今後の課題 としていきたい。

注

11962年 に デ トロ イ ト都 市 圏 で 出 生 した 白人 を対 象 と したDetroitMetropolitanSurveyに よ れ ば ,親 戚 の 家 へ の

離 家 は 全 体 の10%近 くに 上 る(Goldscheider,et.aL,1993)。

2NationalSurveyofFamiliesandHouseholdsを 用 い たBumpassとCherlinの 研 究(1991)に よ る と,同 棲 し て

い る と 回 答 した者 の うち 同棲 期 間 が5年 以 上 に わ た る者 は20%,12%の カ ップ ル に 同 棲 して い るパ ー トナ ー と

の 間 に 子 ど もが お り,27%の カ ップ ル に 自分 か パ ー トナ ー の どち ら かの 連 れ子 が い る。

3詳 細 に つ い て はAllison ,1984;Blossfeldand'Rohwer,1995;山 口,2001-2002等 を 参 照 され た い 。
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